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現在に至るまで，様々な企業が事業構造の変革に伴って， その組織構造お

　　　　　　743
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よぴ業績測定システムを大きく変化させてきた［Solomons，1965；Johnson

and　Kaplan，1987］．今日においても，企業の戦略あるいは組織構造と首尾

一貫した業績測定システムの必要性が議論されている［例えぱ，Jo㎞son

and　Kaplan，1987；Hiromoto，1990］．

　しかしながら，事業構造の変革と組織構造ならぴに業績測定システムの変

化を明らかにするために，現実の管理会計実務を対象とした研究は決して多

くない．本稿の目的は，事業構造の変革に伴う組織構造およぴ測定システム

の変化の歴史を辿り，GEのケースを通して，それらの関係を具体的かつ歴

史的に明らかにすることである．そして，歴史を辿る出発点を同杜における

事業部制においている．

　アメリカにおいて事業部制が一般的に普及したのは，第2次世界犬戦後，

経済が急速な成長を遂げている時期であり1〕，GEにおける事業部制導入もこ

の時期であった．従って，事業部制の導入という観点からは，必ずしも同杜

が先駆的な役割を果たしたわけではない2〕．しかし，同杜の業績測定システ

ムは，その後，長年にわたって欧米および日本の研究者と実務界に大きな影

響を及ぽしたと考えられるため，GEをケースの対象として選択した．

　さて，次節ではまず，事業部制を導入するに至った背景を検討するとしよ

う．

2　事業部制導入の背景

　GEにおいて事業部制を採用する契機となったのは，当初の産業向けの事

業分野，すなわち電気公益事業（electricutilities），輸送用機器

（transportation），およぴ照明（1ight）とは異なる，電気機器（appliance）

事業を中心とした大衆消費市場向け事業において生じた経営間題であった引．

　GEの従来の事業分野は，産業用向けであったため，基本的に受注生産形

態をとっており，技術考が製品設計を行ったとしても，ユーザーの二一ズが

そこに反映されると同時に，生産量と販売量の乖離が問題となることはなか

った．しかし，家庭用電気機器事業等の場合は，犬衆消費市場向けに大量生
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産を行うため，製品のスタイリングおよぴ需要予測が重要となる．それにも

かかわらず，製品は市場の動向をほとんど知らない技術者によって設計され

ており，また生産量は販売からかけ離れた人々によって決められていた4〕．

　1928年従来の販売部門とは独立し，家庭用電気機器の販売のみに責任を負

うマーチャンダイズ部門がBridgeportに設立された．しかし，各家電機器

の設計1製造・およぴ組立に対する責任は，依然として従来の職能部門に存

し・これらの諸部門間を調整するという杜長の業務5〕，各部門自体の内部で

製品の流れを調節するという仕事，およびこれを市場動向にあわせるという

仕事は，ますます難しく，かつコストのかかるものとなった6〕．

　そもそもGEは，主力製品である電力の需要を喚起するために1920年代

に，従来とは全く異なる市場を有する家庭用電気機器事業等に進出した7）．

．しかし第2次世界大戦後の大衆消費市場の急成長から，その後全杜的売上高

に占める同事業の割合が増大するとともに，全杜的製品ライン数は300を越

えた．か’くして，主に大衆消費市場向け事業に起因する問題は，特定の製品

の利益に完全な責任を負う管理老が一人も存在しない8〕，という事実と結び

付いて深刻な問題となり経営成績を悪化させ牟．1939年から1945年の間に

売上高は，約39，600万ドノレから約146，600万ドルと実に3．7倍も増大したの

に対し，純利益あ伸ぴは，約4，OOO万ドノレから約5，800万ドノレと，わずか1．45

倍にとどまった．

　しかし，電気関連製品（e1ectrica1and　re1ated　products）に対する需要は，

その後も持続的かつ急速に拡大することが期待された9〕．そこで，従来とは

極めて異なる大衆消費市場向け事業における問題を克服し，なお一層同事業，

中でもエレクトロニクス事業を強化・拡犬するため組織構造が変更されるに

至った．そして組織構造b変更にあたっては，異なる独自の市場をもつ各製

品ごとに生産と販売の調整を行うと共に，各製品の利益を明らかすることが

可能で，しかも各製品固有の戦略展開を促進するような事業部制組織が求め

られたわけである．
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3　事業部制の導入と業績測定システム

　3－1事業部制組織

　前述したような背景から，GEは1946年に事業部制を導入した．杜長

Wi1s㎝は，製品ラインに沿って副杜長を事業部長とする6つの事業部を設

定し，事業部長にエンジニアリング，製造，および販売に関する権限を委譲

したm〕．また事業部活動を支援する9つのスタッフ部門が設定された11〕。’し

かし，この組織では，事業部長およぴスタヅフ担当副杜長等から構成され杜

長自らが委員長を務める現業委員会（operationscommittees）を通じ，依然

として杜長によって全杜的業務の調査およぴ調整が行われていた一2〕．さらに，

当時GEは米国の主要な21の産業の内の12分野で製造・販売に従事してい

た13）にもかかわらず，設定されたプロフィット・センターは，わずか6つに

すぎなかった．そこで1951年新杜長Cordinerの下で，再度組織変更が行わ

れた14〕．

　1951年新たにGEの分権化体制を支える基本的単位たるプロフィット・

センターとなったのは，製品部門（productdepaれments）である15〕．製品部

門一一般的にいう事業部16〕一は，以下の最低要件を同時に満たしているか否

かに照らして設定されたI7〕．

　①別個の（distinct）製品ラインと別個の市場の両方が存在すること

　②管理老が，利益責任（pro趾results）を果たすために不可欠な基本的職

　　能全てに対する責任と権限の両方を有すること

　こうして，独立した製品と市場が存在し，かつ利益責任を果たすため基本

的職能に関する責任と権限を有する管理老が存する，という最低要件に照ら

して100余りの製品部門が設定されるに至った．ここに例えば，かつては1

つのプロフィット・’センターであった電気機器およびマーチャンダイズ事業

部は，19の製品部門に分割された1酬．そして各製品部門長には，自部門の販

売する製品の価格決定権限，資本的支出に関する権限，購売に関する権隈等

が委譲された19〕．さらに計画売上高，製品開発計画，工場設備への投資額，
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市場達成目標，投資回転率，およぴその他関連する項目を含む予算を作成す

ると共に，5か年計画を設定するのも製品部門長である20〕．。

　製晶部門は，管理目的のために，類似の市場責任およぴ製品責任を有する

ことを基準に事業部にまとめられた21〕．例えぱ，自動ブランケヅト部門・時

計部門・電気家庭用品部門・掃除機部門は，小型電気機器事業部，洗濯機部

門・冷蔵庫部門・レンジと湯沸かし機部門・室内クーラー部門等は，大型電

気機器事業都にまとめられた．

　　　　　　　　　　　図表11951年当時の組織図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エグゼクティプ・オフィス』・ノてノ’イ　ノ．4 ノイ＾
取締役全長

社　　長

各グループ担当副社長 サーピス担当副社長

サービス部門

製造研究エンジニアリング法務と特許財務全計人事と従業員関係服本社関係販売経営相談

現 業　　部 門

装置 産業用製品と照明 班気機器と工 関係会社と 防衛製晶 （事業グループ〕

レクトロニクス 海外会社

小型電気機器事業部 犬型電気機器事業部 （事業部〕

自動ブランケット部門 時計部門 電気家庭用品部門 （製品部門〕

｛出所．Annual　Report1951を修正〕

　さらに事業部は，事業グノレープの1つに指定される．例えぱ，小型電気機

器事業部・大型電気機器事業部・ホヅト・ポイント杜等は，電気機器およぴ

エレクトロニクス事業グノレープに指定された．以上3つの階層，すなわち製

品部門一事業部一事業グノレープが現業部門（operating　components）を構成

する．

　1951年かくしてGEは，エグゼクティブ・オフィス，サービス部門（ser・

vice　components），ならぴに前述の現業部門の3つの部分から構成されるに
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至った．

　3－2　事業部業績測定システムの設計

　事業部制導入後，GEにおいては，当時の杜長Cordinerによりプロフィッ’

ト・センターたる製品部門（以下では，便宜上，事業部という用語を使用す

る）の業績を測定する共通の尺度（Common　meaSurementS）が要求され

た2里〕．そこで1952年，主に事業部の業績測定尺度を設計するため測定プロ

ジェクト（Measurement　Project）が設定された2訓．

　（1）　事業部業績測定の目的

　一般に，事業部業績測定の目的は大きく2つ，すなわち，事業部長の業績

測定目的と事業としての事業部の業績測定目的に分類される刎．Cordiner

は，この2つの目的の中でも前老を重視し，事業部長をして全杜的目標に合

致した意思決定を行わしめる．ような測定システムを望んだ25〕．とはいえ，共

通の尺度は，事業の詳細に関与することなく100余りの事業の業績を測定す

る手段を本杜の管理者に提供するという付加的な利点を有する26〕と指摘して

いることから，事業としての事業部の業績測定の必要性もあくまで2次的な

ものとして認識されていた．

　（2）多元的業績測定尺度

　r事業部の業績測定は，事業部の目標，従って企業目標との関違において測

定されるべきである」刎．GEにおける企業目標は，収益性・市場における

地位・生産性・製品リーダーシップ・人材育成・従業員の態度・杜会的責

任・短期目標と長期目標との均衡の8つであり，それらは，測定プロジェク

ト・チームによって設定され，鍵となる成果領域（Key　Result　Areas）と呼

ぱれている2酬．企業の繁栄（welfare）にとって，かかる目標全てが不可欠で

あることから，企業目標として収益性目標のみならず多元的目標が設定され

た酬．

　さて，成果領域が設定されると，次に業績測定尺度を設定するための研究

が行われ，プロジェクト・チームは，最終的に1954年収益性，1956年市場に

おける地位と製品リーダーシップ，1958年従業員の態度等，各成果領域の測
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定尺度に関するリポートを発表した3・〕．かくしてGEにおいては，企業の繁

栄にとって不可欠な多元的目標，ならぴにかかる目標の達成度を測定する定

量的尺度と定性的尺度が規定された．そして収益性の尺度に関するリポート

の中で，事業部の業績測定尺度として，その後事業部長の業績測定目的の点

から管理会計研究老に広く支持されることになるRI（residua1income）が

提唱された．

　（3）　RI法採用の根拠

　GEにおいては，事業部の業績測定尺度として，使用資本との関連を考慮

した比率すなわち投下資本利益率（retum　On　inVeStment）か，あるいは使

用資本との関連を考慮した金額すなわちRIか，がまず問題となった．

　事業部長は，評価に使用される尺度の点から彼等の事業の業績を改善する

ことになる．いま仮に比率を用いた尺度を利用すれば，r利益額の改善とい

うよりもむしろ比率の改善に集中させる」州ことになるが，しかしr配当は

比率からでなく利益から支払われる．利益の最大化に経営管理者の注意を向

けさせたいならぱ，利益額よりもよい尺度は存在しない」32〕．そこで事業部

の業績測定尺度として，利益額の最犬化に向けて事業部長を動機づけるRI

が採用されたわけである．

　当時の大半の企業の事業部長が有する投資権限の上限は，25，O00ドルから

50，OOOドノレであった33〕．それに対して，GEの製品部門長の投資権隈の上限

は，500，OOOドノレと平均よりもかなり高い．かくして，事業部長が高い投資権

限を有することから，システム設計においては，事業部長の意思決定への影

響が最も重視され，その結果，事業部長に成長と拡大に対するインセンティ

ブを与えることのできるRIが採用されたものと思われる洲．事業部の業績

測定尺度としてROIを採用した場合，全杜的な資本コストにかかわらず，常

に現在の事業部のROIが事業部長の意思決定をコントローノレしてしまうた

め，必ずしも成長と拡大に対するインセンティブを事業部長に与えることは

できない35〕．しかし，RIを採用すれぱ，事業部長にフレキシブノレに全杜的目

標を与えることが可能となる．
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　（4）　RIの計算法

　GEにおけるRIは，税引後純利益（netproitaftertax）から資本チャー

ジを控除した額と定義された36〕．ここでいう資本チャージは，投資べ一スと

資本コスト率の積から成り，投資べ一スとしては純資産（netaSSetS）が採用

きれた3η．

　（事業部利益としての税引後純利益）

　管理会計論の通説では，事業部長の業績測定における事業部利益として税

引前管理可能利益，他方，事業としての事業部業績測定における事業部利益

として本杜費配分後・税引後純利益が選好されている38〕．従って，測定シス

テムの設計において，事業自体よりも事業部長の業績測牢目的が重視されて

いた二とを考えれば，RIの計算に本杜費配分後・税引後純利益が採用され

たことは，一見矛盾しているように思える．

　しかし，測定プロジェクト・チームは，各製品部門が仮に独立した企業

（Separate　Corporate　entitiy）である場合の結果を尺度に反映させることを

企図していた39〕．このことから推察すると，事業部長に独立企業の採算意識

を強くもたせるために本杜費配分後・税引後純利益が採用されたものと思わ

れる．

　（投資べ一スとしての純資産）

　事業としての事業部業績を測定する場合，r本質的な間題は，資本の調達源

泉にかかわらず，資本を委ねられた事業部がいかに効果的に資本を利用して

いるか」仰〕である．従って投資べ一スとしては，総資産が望ましいわけであ

る．当時支配的な実務でも，投資べ一スとして総資産が用いられていた州．

　しかし，事業都長の業績測定の場合の投資べ一スとしては管理可能投資額

が好ましく，当該投資額の決定は，事業都長が有する自由裁量権（auton－

Omy）に基づいて行われるべきである42〕．例えば，事業部に購買に関する権

限を委譲されている場合，管理可能投資額の決定においては，事業部長が獲

得した望ましい信用条件を資本計算に反映させるため，総資産から管理可能

負債が控除される4引．GEでは1949年から徐々に購買職能を分権化し，1953
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年購員に関する権限は全て事業部長に委譲された州．そこで投資べ一スとし

て，管理可能性を考慮した上で，純資産が採用されたものと思われる．

4　1960年代の事業構造と経営問題

　1963年Fred　Borchが杜長に就任した当時，GEの現業部門は，5事業グノレ

ープ，25事業部，110製品部門から構成されていた．1956年から1963年ま

での7年間で，GEの売上は約40億ドルから約50億ドルヘと安定的に成長

し，売上高純利益率も5％程度に安定していた．この問，測定システムは，

うまく機能していたという45〕．

　新杜長Borchは，積極的な企業拡犬戦略を展開し，電気設備（electrical

equipment）のような成熟事業から技術関連の新規事業一主としてコンピュ

ータ，原子力，およぴジェヅト・エンジンーへの多角化，ならびに海外事業

の拡大が行われた4引．その結果，1964年から1969年の5年問に売上高が30

億ドノレ以上（約1．6倍）増加し，各グノレープの売上高は，Cordinerが分権化

を行った時点の全杜的売上高に匹敵するほど拡大した47〕．

　しかしながら，売上の大幅な増大に見合うだけ利益は増大せず，1960年代

多数の企業が直面した利益なき成長（pro趾1ess　growth）と呼ぱれる状況に

GEも直面することになった側．この原因は，第1にコンビュータ，原子力，

およびジェット・エンジンという3大新規事業が，当初の計画どおりうまく

いかず巨額の損失を出したことに起因する49〕．第2に，回収に長期間を要す

る新規事業に対し多額の投資を行ったため，より古い製品ラインヘの投資が

後回しとなり，それらの事業の業務能率が低下したためである50〕．

　1960年代中頃以降積極的に展開してきた3大新規事業が，非常に巨額の投

資を継続的に必要としたことから，GEは，利益なき成長と同時に，資金不足

という犬きな問題を抱えることになった51｝．

　中でも1番の問題はコンビュータ事業であった52〕．そもそもGEは，1956

年コンビュータ部門を設置してコンビュータ市場に本格的に参入し53〕，同年

アメリカ銀行から大口のコンビュータ受注を得て，当時GEの売上高の約1／
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4の規模にすぎなかったIBMを驚かせた“〕．しかし，GEにおいてコンピュ

ータ事業を担当するのは製品部門であったことから，コンピュータを販売す

るスキノレが欠如すると共に，コンビュータに対する全杜的コミットメントも

欠如していた55〕．そのため，1967年IBMは市場占有率を73％売上を50億

ドノレに増大させたが，他方，GEは当業界第4位で市場占有率はわずか約4．1

％にすぎず56〕，同事業は，巨額の赤字を抱え投下された資金の回収も暗礁に

乗り上げていた．原子力事業に関しては，大型スチームタービノ発電事業部

が担当し，事業を始めた当初，1970年には黒字となることが予想された57〕．

しかし，国家が原子力を管理するため設置した強力な権限を有する原子力委

員会が安全目的のため設計変更を行ったこと，ならびに予期せぬ多額の建物

費用を負担せねぱならなかったことから多額の資金を必要としていた58〕．

　さらに1961年から1964年にかけて，GEは，電気機器製品価格固定によ

るアンチトラスト法違反により，1億ドノレを支払わねばならなかった59〕．こ

れが，資金不足に拍車をかけた．

　このような状況に対処するため，1968年従来の延長で組織構造を変更し，

事業グノレープを10，事業部を47，製晶部門を150と大幅に増加させた60〕．ま

た杜長室を設置し，エグゼクティブ副杜長に複数の事業グノレープに対する責

任を負わせるようにした61〕．しかし，依然として利益なき成長が続き，資金

不足も解消しなかった酬．

5SBU管理の導入と業績測定システム

　5－1SBU管理の導入とSBUの指定

　1970年代初頭，前述のような経営問題に対処するため，Borchは，SBU

（Strategic　Business　Units）管理を導入した．従って，GEにおけるSBU管

理の原点の発想は，資金不足という状況下において，いち速く利益なき成長

状態を脱することにあったわけである．

　二こにSBUとは，r一定の事業分野に関する事業レベルの戦略，戦略計

画，ならびに実行計画の立案，さらに本杜の認可を経てそれを実施する権限
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　　　　　　　事業構造の変革と管理会計

　　　　　　図表2SBUと現業部門の関係

①→事業グループSBU　　　　事業グ’トプ　　　　　事業グノトプ

｛I49〕

事業部　事業部②→事業部SBU　事業部SBU　事業部　事業部

　　　　　　　　製品部門　　製品部門　　　　　③→製品部門SBU

　　　　　　　　　　　　　　　　（出所一Case9－381－174．p．780．を修正）

　と責任が与えられた」舶〕事業単位である．SBUは，①明確な競争者が存在す

　る，②他の現業部門とは独立した事業使命（business　mission）をもつ，③外

　部市場において1人前の競争老足り得る，④他の現業部門とは独立して統合

　的戦略計画を達成する能力がある，⑤事業の成功のために不可欠な要因をコ

　ントロールする能力がある，かどうかに照らして本杜によって指定された64〕．

　　SBUの指定は1972年に終了したが，その時点で43のSBUが存在し

　た6i〕．SBUは，既存の現業部門内の特定のレベノレに対応するわけではなく，

事業グノレープ，事業部，製品部門にオーバーラヅプされた66〕．①のように事

業グノレープがSBUに指定された例は，原子力を扱う電力事業グノレープ，大

型電気機器（major　appliance）事業グノレープ，ジェツト・エンジンを扱う航

空機エンジン事業グループ，およぴ航空宇宙事業グループの計4つである．

、事業部SBUは，①以外の事業グノレープに属する，例え惇大衆消費者向け製

品（consumer　products）事業グループ内の照明事業部・家庭用品（hous．

ewares）事業部・GEクレジット等を初め計21，同様に製品部門SBUは，

①・②以外に属する，例えば産業用グループ内のエレクトロニクス事業部を

除く各事業部に属するメーター部門・産業用暖房機器部門・力一ボロイ部

門・プラスチヅク部門・シリコン製品部門等を初め計18である．

　ここに，SBU管理を導入させる主たる原因であった原子力およぴジェソ

ト・エンジン事業のような拡大のために巨額の資金と全杜的コミヅトメント

を必要とする新規事業は，事業グループがSBUに指定された67，．
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（150）　　　　一橋論叢　第107巻　第5号　平成4年（1992年）5月号

　5－2業績測定システムの設計

　（1）事業としてのSBUの業績測定

　GEのSBU管理においては，資金不足という制約下において利益なき成

長状態を脱するため，各SBUの目標・使命が，Bui1d，Hold，Hamestと大

きく3つに分類され，各SBUがかかる目標・使命のいづれを果たすべきか

を特定するための用具として投資優先スクリーンが開発された6帥．

　　　　　　　　図表3　SBUの目的・使命と投資優先スクリーン

1螂1二㌧：㌶然節敦1
　度低中高　　　（出所…。，・舳・・。・・i1・…M・・…t…1・mi・・

　　　SBUの競争力の強さ　　　F・…i。・，・・．23－28・i・坂本1…180－181・）

　投資優先スクリーンは，図表3のように，SBUの所属する産業の魅力度を

縦軸，SBUの競争力の強さを横軸にとり，各SBUを全杜的ポートフォリオ

上のいづれかに位置づけることによって，その位置づけに対応したSBUの

目標・使命を特定する．GEにおいては，例えば1980年に図表4のような評

価尺度に基づいてSBUを評価し，全杜的ポートフォリオの中の9ブロック

のいづれかに位置づけていた．

　前述したように，かつてGEは，主として事業部長の業績測定に焦点を当

てて業績測定システムの設計を行っていた．しかし，．SBUの管理の下では，

まず初めに事業としてのSBUの業績測定が行われるようになった．

　　（2）SBU管理の下での事業部長の業績測定

　　各SBUの戦略計画の策定，下位の組織単位の計画の検討・統合に責任を

負うのは，SBU長である69〕．SBU長は，SBUが指定されたレベノレによって

異なり，現業部門内の各長がこれを兼ねる．SBU長は，関係する下位の組織

単位の投資に関する意思決定7。）・組織・人事・報酬を検討し，承認する権限

　を有する川．
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　　　　　　　　　事業構造の変革と管理会計

　　図表4　GEにおける1980年の投資優先スクリーンの尺度

産業の魅力度の評価尺度　　　　　　　　　SBUの競争力の強さ

1151〕

　但し口は，1980年に初めて使われた尺度である．

　（出所1Case9－381－174，p．799）

　SBU管理の下での事業部長の業績測定の課題は，かくして，全杜的ポート

フォリ才における各SBUの目標・使命を果たすよう事業部長を動機づける

ことである．そのための一手段として，経営管理業績（managerial　perfo、．

manCe）測定とボーナス制度が，本杜における全杜的ポートフォリ才上の位

置づけによって差別化された72）．

　　　　　　　　　　　資料5業績測定とボーナス制度

　　　　　　　SBUのタイプ　　財務目標　　非財務目標　その他

　　　　　　　　　　　　　　（収益的貢献）　（戦略的貢献）

　　　　　　　BuHd　　　　　　　　　40％　　　　　　　48％　　　　　12％

　　　　　　　Hold　　　　　　　60％　　　　　　28％　　　　12％

　　　　　　　Haπest　　　　　　72％　　　　　　16％　　　　12％

（出所＝GEC・・・・・…0・…i・…dM・m・・t…1…i・。・。。。ti、，。．。Oi、坂

　　　　本，1988，p．174を加筆修正）

■　　1　　　　，　　　　　■　　　1　　　　　　　　　　　1　一　　　　■

クライテリア 尺　　　度 クライテリア 尺　　・　度

1．市場規模 その市場全体の売上高の3 1．市場におけ 全市場における市場シェア
年間の平均 る地位 の3年間の平均

2．市場成長率 10年間の実質年平均市場 国際市場シェアの3年間の
成長率 平均

3，産業の収益 SBUと3大競争相手の3
性

SBU対3大競争相手の相
年間の平均のROS：名目， 対的市場シェアの2年間の
インフレ調整後 平均

4、循環性 売上の傾向値からの年間平 2．競争上の地
均乖離率

以下の点で競争相手より優

位 れているか．同等か，劣っ

5．インフレヘ
ているか　　製品の品質

販売価格変化率と生産性変

の対応
技術上のリーダーシップ

化率の和に対するインフレ 製造あるいはコストリーダ
によるコストの変化率の5 一シツプ
年間の平均 流通あるいはマーケティン

グのリーダーシヅプ
6．アメリカ以 国際市場の全市場に対する 3．相対的収益
外の市場め

3年問のSBUのROS－3
割合の10年間の平均 性

重要性
大競争相手の平均ROS：
名目，インフレ調整後

’H　　．　　H　。　■　　　　’　■　1　1　　’
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　（3）　多元的業績測定の新展開

　事業部長の業績は，財務目標と非財務目標との関連において，それらを加

重平均して測定される7引．ここで財務目標には売上高，純利益，ROI，キャ

ヅシュ・フロー，営業利益等のような諸要素が含まれ74〕，非財務目標には本

杜に対する将来のベネフィットを示すことを企図した・市場シェアの増大・

品質の向上，製品イノベーション，効率的生産におけるリーダーシヅプの尺

度等が含まれる．かかる目標の加重平均は，SBUのポートフォリオ上の位

置づけによって異なり，収穫あるいは撤退事業（Hamest）の管理老の業績

測定では，財務的尺度が相当重視されるのに対し・成長事業（Build）あるい

は本杜から新規投資を受けている事業の管理老のそれでは非財務的尺度がよ

り重視されるようになった㍗〕．

　このように，本杜によって規定された目標・使命の達成を動機づけるため，

新たにポートフォリオ上の位置づけによって事業部長の業績評価が差別化さ

れた点は注目してよい．

　（4）杜内利息の導入

　資金不足に直面したGEでは，支払利息が事業を行うための重要なコスト

となった7①ことから，1967年資金管理を強化する目的でこれら費用を事業部

に課すことが決定され，それ以後，事業部は本杜から無料で資金を借入れる

ことができなくなった州．この場合，事業部の使用資産全体に支払利息が課

されたわけではない．そうではなく，運転資本と固定資産への投資を事業部

の自已資金，すなわち留保利益と減価償却費でまかなえない場合のみ，その

差額分に対して支払利息が課される．逆に，余剰資金がある場合には本杜に

それを貸すことによって受取利息を得ることができる．

　　しかし，この方法は，支払・受取利息の計算によって，成熟事業の純利益

　をより多く，成長事業の純利益をより少なく見せるものであったことから，

成長事業に対して選択的投資を行うというGEの企業戦略に合致しなかっ．

　た78〕．そ二で，1978年過去の平均運転資本に基づいて事業部ごとに標準運転

資本を確定し，当該標準との比較において，運転資本の増減のみに基づいて
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支払・受取利息が計算されることになった州．

　新しい方法は，少なくとも成熟事業と成長事業に対し公平に支払・受取利

息の計算を行うことから，1967年に採用した方法よりは好ましいものといえ

よう．

　　　　　　　　　　　　　　　6結び

　第2次世界大戦後の急速に拡犬する経済下において，GEは，製品・市場

の独立性による分類に基づいて事業部の設定を行っていた．当時は，各事業

部が各々一層成長・拡大しさえすれぱ，企業の目標に合致して最善の利益を

あげることが可能であった．そこでシステム設計者は，製品別事業部に管理

の焦点をあわせ，広範な権限を有する事業部長が，全杜的資本コストを」上回

る限り成長・拡大する意思決定を行うよう動機づけることに照竿を定めて

RIという尺度を含めて業績測定システムを設計し，RIを導入した．

　しかしながら・その後・主として巨額の投資を必要とする新規事業に起因

する新たな間題に直面した時，GEは，もはや従来のシステムでは十分に対

処しきれないことを認識した．そこで自杜を複数の事業ポートフォリオから

なるものと考えるようになった．つまり，GEにおいては，資金不足という

制約下において，全杜的に効果的な資源展開をはかり，事業ポートフォリオ

のバランスを改善することが重視され，管理の焦点が最終製品から事業単位

に拡張した．そして，選択的投資による事業単位の再編成，すなわち，リス

トラクチュアリングに適切な管理会計が求められるようになった．かくして，

投資優先スクリーンが導入され，さらに多元的業績尺度が差別的に利用され

るようになったわけである．

　SBU管理を行った結果，不採算ラインの生産は，1972年SBU管理を積極

的に推進するJohnsが最高経営責任者に就任してから8年間に，合計73廃

止されだω．他方，実質的に成長している事業に対しては，1974年およぴ

1975年のように特に厳しい資金不足時にも継続して投資が行われるように

なり81〕，リストラクチュアリングが加速された．1974年アメリカ経済は石油
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危機によって1930年代の不況期以来の犬不況に見舞われたが・GEは・売上

高約134億ドノレ，純利益約7億ドノレと史上最高の業績を示し，続く低成長時

代にも同杜の財務業績は順調に推移している．

　とはいえ，この段階においても投資優先スクリーンで各SBU間の相互関

係として明確に考慮されていたのは，主に資金面のみであった．GEのSBU

管理においては，各SBUの目標・使命の達成が全杜的成功につながるよう，

資金面のみに焦点をあてた全杜的資源展開がはかられていたにすぎないこと

は注意を要する．また，投資優先スクリーンの導入で事業としての業績測定

が行われるようになったが，果たしてこれを誰が行うのか，そのことがSBU

長の動機づけにどのような影響を与えるのか，事業としての業績測定と事業

都長の業績測定の関係はどうなるのか，これらの問題，併せてRIと杜内利

息の問題の検討は，今後の課題である．

1）　Chandler，1977，p．476－

2）例えぱ，デュポンおよぴGMでは，既に1920年代に事業部制を導入して

いる．一

3）　Chand1er，1962，p．365．Fortune，1947，p－122．

4）　Fortune，1955，P．112．

5）当時の杜長Wi1s㎝には，他にも生産量と価格の決定，原価統制，出荷時

期の確定，職員の選考と訓練，他企業との折衝，新製品の研究開発に関する

権限が委譲されていた（小林，1969，p．138）．

Chandler，op．cit．，p．364－

Fortune，1947，p．122．Cordiner，1956－p．33－

Fortune，1955，P．122．

Cordiner，1956，p．44．

Fortune，1955，p．122．

Fortune，1947，p．170，

Ibid．

Fortune，1955，p．113．

1946年の組織とその問題点については，Greenwood［1974］およぴCor・

　diner［1956］を参照されたい．

15）　Greenwood，Ibid．，p．40．
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16）Solomons［1965，p，4］は，少数の大企業において事業部を「製品部門」

　と呼んでL＝ることに注意すべきであると述べているが，この大企業というの

　は，まさしくGEのことであろう．
17）

18）

19）

20）

21）

22）

Greenwood，op．cit．

Fortune，1955，p，115，

Ibidりp－40，p－93．およぴCordiner，1956，p．61，

Cordiner，op－cit．，p．60，p．62．

Lewis，1959，p．30．

Cordiner，1956，p．96．

23）Greenwood，op－cit．，p．59．当初このプロジェクトには後に杜長となる

　Borchが関与していた．さらに外部コンサルタントとしてPeter　F．Druck．

　erも関与しており・8つの鍵となる成果領域の指定に大きな影響を及ぽした．

24）　Solomons，1965，pp．40－43，pp．83－84．

25）　Cordiner，op．cit．，P．96，P．98．

26）　Cordiner，op．cit．，p．98．

27）　岡本，1977．p．39．

28）　Greenwood，op．cit．，p．60．

29）　　Ibid．

30）Greenwood，op－cit．，p－89。鍵となる成果領域の尺度の詳細については，

　Greenwood［1974］およびWm．Travers　Jerome　m［1961］を参照された

　し、1

3ユ）　　Ibid．

32）　　Ibid．

33）　SoIomons．，op．cit．，p．130．

34）測定プロジェクト・チームも「RIは成長と拡大を促進するであろう」

　（Measurements　Project　Part　II，p．17in　Greenwood，op．cit．p．65）と指摘
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　［1961］，So1omons［1965］，また新規投資と撤退両方を取り上げたものとして

　Reece＆Cool［1978］を参照されたい．

36）　Case9－113一ユ21，p，511．

37）　Ibid．

38）　Solomons，op．cit．，p．83，p．ユ49．

39）Measurements　Project　op．cit一，p．30in　Greenwood，op．cit．，p．67．
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70）　ちなみに投資権限の上限は，製品部門長が50万ドル，事業部長が100万

　ドル，事業グループ長が200万ドルであった（Ibid．，p．7）．

71）Ibid．，P．3．

72）　Kaplan，1983，p．699．

73）Ibid．およぴCase．op．cit．，p．9．

　　以下の財務目標と非財務目標の例示もこれらの文献に拠っている．

74）財務目標に含まれる多数の尺度の例示がなされ下いるが，そこにはROI

　が含まれているのに対し，RIが明示されていない．このことに関連して，

　Johnson＆Kap1an［1987，p，165］は，「GEはRIをあきらめROIを利用す

　るようになった」と述べている．しかしここで重要なことは，RIかROIか

　という問題ではなくて，収益性尺度として複数の尺度を採用し，さらにかか

　る収益性尺度を含む多元的尺度を差別的に利用するようになったことである．

　とはいえROIが明示されていてRIが明示されていないのは，なるほど注目

　される。Johnson＆Kaplan［1987，p．165］は，その理由として「明らかに

　ROIの方が株主に報告される財務データと首尾一貫しているため」であると

　述べているが，筆者はそうではなく，むしろ以下のように考えている．すな

　わち慢性的な資金不足の状況下で選択的投資を行うことによって利益なき成

　長状態を脱するため，「事業部長に資本の利用を削減するインセンティブを

　与えるROI」（Solomons，op－cit．，p．126）が採用された．また積極的な投資

　を行うことであらゆる事業の成長と拡大に対するインセンティブを事業部長

　に与えることを志向したRIが，選択的投資を行わねばならない状況には不

　適当になったともいえる．だから，Build事業に対しては，RIは今なお有効

　な尺度であると言うべきである．

　　しかしながら，RIが明示されなくなったことは，実は全く別の観点から説

　明されるべきなのかもしれない．というのは，GEはRI導入後，諸制度の変

　更の中で杜内利息制度を導入した．この点を考え合わせると，RIの概念は，

　実はこの杜内利息制度に取り込まれてしまったと言うべきであるかもしれな

　い．

75）　Kaplan，op，cit．

76）借入金は過去10年間に10億ドル以上増加したという．Case9－175－053，

　P．519．

77）杜内利息の計算方法の詳細に関しては，Case9－175－053を参照されたい．

78）　Ibid．，p．520I

79）　Case9－181－111，p．8．
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（158） 一橋論叢　第107巻 第5号 平成4年（1992年）5月号

80）　Case9－381－174，p．783．

81）　Ibid．，p．785．

　（筆老記）本稿の草稿段階で岡本　清教授，ならびに尾畑助教授より，有益な

　コメントを戴いた．記して謝意を表したい．
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